
事 業 概 況 （令和７年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,471 億円で、前年同期に比べ

て 0.8％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,084億円で 46.6％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,510億円で 33.8％を占めている。以下、休業補償給付が 13.1％、障害補償一時金が 3.9％、介護補償給付が 1.1％、

遺族補償一時金が 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 14.0％増、葬祭料が 7.0％増、療養

補償給付が 2.4％増、障害補償一時金が 1.8％増、休業補償給付が 1.3％増、介護補償給付が 1.1％増となっているのに対

し、遺族補償一時金が 13.5％減、年金等給付が 0.3％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,574 億円で 35.2％、「建設事業」が 1,196 億円で

26.8％、「製造業」が 989億円で 22.1％となっている。以下、「運輸業」が 11.4％、「鉱業」が 2.2％、「林業」が 1.4％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 9.8％増、「その他の

事業」が 3.8％増、「運輸業」が 2.5％増となっているのに対し、「鉱業」が 8.9％減、「林業」が 2.9％減、「船舶所有者の

事業」が 1.5％減、「製造業」が 1.3％減、「建設事業」が 0.9％減、「漁業」が 0.8％減となっている。（第２表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 443,549,706 100.0 0.2 △    447,104,894 100.0 0.8

療 養 補 償 給 付 147,407,266 33.2 0.3 150,967,261 33.8 2.4

休 業 補 償 給 付 57,955,040 13.1 1.3 58,712,578 13.1 1.3

障 害 補 償 一 時 金 17,323,638 3.9 1.5 17,642,039 3.9 1.8

遺 族 補 償 一 時 金 5,294,138 1.2 14.2 4,581,996 1.0 13.5 △   

葬 祭 料 979,238 0.2 7.0 △    1,047,387 0.2 7.0

介 護 補 償 給 付 4,668,698 1.1 0.3 4,718,747 1.1 1.1

年 金 等 給 付 208,998,195 47.1 1.5 △    208,382,141 46.6 0.3 △    

二 次健 康診 断等 給付 923,494 0.2 3.4 1,052,745 0.2 14.0

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

令和6年度　6年10月末 令和7年度　7年10月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



  

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,168億円で 56.1％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 803億円で 38.5％、傷病補償年金が 113億円で 5.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 677 億円で 32.5％、「製造業」が 577 億円で 27.7％、

「その他の事業」が 467億円で 22.4％となっている。以下、「運輸業」が 11.4％、「鉱業」が 3.4％、「林業」が 1.5％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 443,549,706 100.0 0.2 △    447,104,894 100.0 0.8

林 業 6,218,720 1.4 4.5 △    6,036,829 1.4 2.9 △    

漁 業 1,182,993 0.3 5.6 1,173,476 0.3 0.8 △    

鉱 業 11,017,420 2.5 4.8 △    10,042,153 2.2 8.9 △    

建 設 事 業 120,700,765 27.2 1.1 △    119,644,934 26.8 0.9 △    

製 造 業 100,158,889 22.6 2.1 △    98,892,638 22.1 1.3 △    

運 輸 業 49,740,969 11.2 1.5 50,983,004 11.4 2.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
920,294 0.2 8.5 △    1,010,477 0.2 9.8

そ の 他 の 事 業 151,672,524 34.2 1.7 157,412,489 35.2 3.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,937,132 0.4 2.5 1,908,894 0.4 1.5 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度　6年10月末 令和7年度　7年10月末

令和7年度　7年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 80,276,831 116,801,781 11,303,529 208,382,141 100.0

林 業 925,662 2,168,579 126,688 3,220,928 1.5

漁 業 189,619 591,428 16,854 797,901 0.4

鉱 業 696,851 5,667,548 776,355 7,140,755 3.4

建 設 事 業 20,899,206 42,706,161 4,110,126 67,715,492 32.5

製 造 業 28,079,399 27,748,982 1,884,425 57,712,806 27.7

運 輸 業 9,188,368 13,395,186 1,220,919 23,804,472 11.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
132,478 402,696 25,620 560,794 0.3

そ の 他 の 事 業 19,953,185 23,671,002 3,115,182 46,739,369 22.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 212,062 450,200 27,361 689,623 0.3

構 成 比 38.5% 56.1% 5.4% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

 

保 険 料 

 

  令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年 10 月末現在における保険料徴収決定済額は 9,537 億円で、前年同期に比

べて 3.6％増となっている。保険料収納済額は 4,584億円で、前年同期に比べて 4.4％増となっている。また、収納率につ

いてみると 48.1％となっており、前年同期に比べて 0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,894億円で 51.3％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,936 億円で 20.3％、「製造業」が 1,678 億円で 17.6％を占めている。以下、「運輸業」が 8.2％、「船舶所有者

の事業」が 1.3％、「林業」が 0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「漁業」及び「鉱業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

　業　種 6年10月末 7年10月末 6年10月末 7年10月末 6年10月末 7年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 920,333,229 953,729,894 100.0 3.6 439,128,961 458,428,087 100.0 4.4 47.7 48.1

林 業 5,107,018 5,150,786 0.5 0.9 2,563,552 2,569,107 0.6 0.2 50.2 49.9

漁 業 2,053,438 1,974,813 0.2 3.8 △   963,112 899,701 0.2 6.6 △   46.9 45.6

鉱 業 2,221,280 2,263,811 0.2 1.9 937,749 965,271 0.2 2.9 42.2 42.6

建 設 事 業 188,063,413 193,614,216 20.3 3.0 98,956,288 102,638,284 22.4 3.7 52.6 53.0

製 造 業 162,610,092 167,836,527 17.6 3.2 69,233,542 72,527,267 15.8 4.8 42.6 43.2

運 輸 業 76,609,386 78,484,882 8.2 2.4 30,715,428 31,715,446 6.9 3.3 40.1 40.4

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,242,951 2,418,917 0.3 7.8 922,241 1,083,443 0.2 17.5 41.1 44.8

そ の 他 の 事 業 467,873,105 489,361,144 51.3 4.6 228,351,998 240,384,127 52.4 5.3 48.8 49.1

船舶所有者の 事業 13,552,546 12,624,798 1.3 6.8 △   6,485,051 5,645,442 1.2 12.9 △  47.9 44.7

構成比
対前年
同　期

増減率
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増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


